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第１章 ｢アクションプログラム 2015｣の取組    

１ 「アクションプログラム 2015」について

川崎市がめざす方向について、平成２６年度から総合的なビジョンと目標を示す

川崎市総合計画及び行財政改革プログラムの策定に向けた作業をスタートし、平成

２８年３月に策定いたしました。

そのため、川崎市総合計画及び行財政改革プログラムを策定するまでの間は、施

政方針、予算及び「行財政運営に関する改革プログラム」をもって、市政運営の基

本的な方針とし、平成２７年度は、これを「アクションプログラム 2015」（以下「ア
クションプログラム」という。）として平成２７年４月に策定しました。

川崎市総合計画等をスタートさせるまでの２年間は、このアクションプログラム

に基づいて、優先度の高い課題の解決に取り組むとともに、事務事業の見直しや施

策・事業の重点化を図るなど、メリハリのある行財政運営を進めてきました（図表

１－１参照）。

〔図表１－１〕 アクションプログラムの推進イメージ

２ アクションプログラムの基本戦略と重点課題

アクションプログラムでは、子どもたちの笑顔があふれるまちづくりを進めるな

どの「安心のふるさとづくり」やライフイノベーションなど成長産業への投資をは

じめとした「力強い産業都市づくり」、行財政改革の取組の一層の推進などの基本

的な認識に基づく取組として、５つの基本戦略を掲げ、施政方針及び予算に主要な

取組内容を盛り込みました。

  また、基本戦略を推進するための重点的な取組として、平成２７年度予算におい

て特に重点的に取り組む事業とされているものや、それ以外で市の優先的な課題に

対する取組で事業の進捗状況を重点的に把握していく必要性が高いものを「重点課

題」として位置付けました（図表１－２参照）。

年度 施政方針 予算 行財政改革
アクション
プログラム

H26(2014)年度 2014

H27(2015)年度 2015

Ｈ２６年度施政方針 Ｈ２６年度予算

Ｈ２７年度施政方針 Ｈ２７年度予算

Ｈ２８(２０１６)年度以降‥‥川崎市総合計画及び行財政改革プログラムの推進

行財政運営に

関する改革プログラム
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〔図表１－２〕 ５つの基本戦略と重点課題の構成イメージ

〇 防災機能の強化【総務局】 
〇 国のグリーンニューディール基金を活用した低炭素化の推進・防災機能の強化（新規） 

【環境局、経済労働局、健康福祉局、港湾局、教育委員会事務局】 
〇 本庁舎等の建替えの取組【総務局】 
〇 高齢者の多様な居住環境の整備【健康福祉局】 
〇 かわさき健幸福寿プロジェクトの推進（新規）【健康福祉局】 
〇 地域包括ケアシステムの構築に向けた取組【健康福祉局】 
〇 障害者の暮らしを支える取組の充実【健康福祉局】 
〇 がん検診の取組の強化【健康福祉局】 
〇 民間建築物の耐震化の促進【まちづくり局】 
〇 臨海部の防災・減災対策の推進【港湾局】 
〇 市立病院の機能強化に向けた取組【病院局】 
〇 消防力の総合的な強化【消防局】 

〇 質の高い保育・幼児教育の総合的な提供【こども本部】 
〇 小児医療費助成の拡充【こども本部】 
〇 青少年を地域で見守る取組（新規）【こども本部】 
〇 「キャリア在り方生き方教育」の推進【教育委員会事務局】 
〇 確かな学力の育成【教育委員会事務局】 
〇 一人ひとりの教育的ニーズに対応した総合的な支援【教育委員会事務局】 
〇 いのち・心の教育の推進と子どものＳＯＳを見逃さない指導・相談体制の構築（新規）【教育委員会事務局】
〇 中学校完全給食の導入に向けた取組【教育委員会事務局】 
〇 教育環境の整備【教育委員会事務局】 
〇 地域ぐるみで教育を支える環境の充実【教育委員会事務局】 

〇 スマートシティの推進【総合企画局】 
〇 地球温暖化対策の推進【環境局】 
〇 国際環境施策の推進【環境局、経済労働局】 
〇 資源循環社会の構築に向けた取組の推進【環境局】 
〇 魅力ある都市拠点の整備【まちづくり局、経済労働局、建設緑政局】※拠点ごとに 8 つの重点課題に分かれます
〇 身近な地域交通環境の整備【まちづくり局】 
〇 南武支線の機能強化（新規）【まちづくり局】 
〇 ユニバーサルデザインのまちづくりの推進【まちづくり局、建設緑政局】 
〇 暮らしやすい住宅・住環境の整備【まちづくり局】 
〇 連続立体交差事業の推進【建設緑政局】 
〇 緑豊かな公園緑地の整備【建設緑政局】 
〇 上下水道施設の地震対策等の推進【上下水道局】 
〇 川崎市バス事業経営プログラムに基づくバス事業の推進【交通局】 

〇 市内の公衆無線ＬＡＮ環境の整備【総務局】 
〇 臨海部における国際戦略拠点の形成【総合企画局、建設緑政局】 
〇 「音楽のまち・かわさき」「映像のまち・かわさき」の推進【市民・こども局】 
〇 「スポーツのまち・かわさき」の推進【市民・こども局】 
〇 東京オリンピック・パラリンピックに向けた取組（新規）【総合企画局】 
〇 ものづくり産業の支援【経済労働局】 
〇 中小企業の成長促進【経済労働局】 
〇 都市農業の振興【経済労働局】 
〇 新川崎・創造のもり地区での新たな施設整備【経済労働局】 
〇 臨港道路東扇島水江町線の整備等による川崎港の機能強化【港湾局】 

〇 有償ボランティア制度の検討【総合企画局】 
〇 町内会・自治会活動の活性化【市民・こども局】 
〇 区への分権等に向けた取組【市民・こども局、区役所】 
〇 コンビニエンスストアにおける証明書交付に向けた取組（新規）【市民・こども局】

成長と成熟の調和による
持続可能な最幸のまち かわさき

安心のふるさとづくり

基本戦略２ ・・・・「子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり」

力強い産業都市づくり

重

点

課

題

基本戦略１ ・・・・「生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり」

基本戦略３ ・・・・「市民生活を豊かにする都市基盤と環境づくり」

基本戦略４ ・・・・「活力と魅力あふれる力強い都市づくり」

基本戦略５ ・・・・「誰もが生きがいを持てる市民自治の地域づくり」
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附属資料 「アクションプログラム 2015」重点課題進行管理シート 

１ 重点課題進行管理シートについて 

「重点課題進行管理シート」は、評価のツールとして活用しているもので、５６の

重点課題ごとに課題の目標に対して、どれだけの成果が得られたのか等について、重

点課題所管課が作成し、配下の事務事業の所管課と調整の上取りまとめたものです。

評価票の帳票イメージと記載内容の見方は次のとおりとなります。

<①重点課題の内容等>

<②重点課題に位置付けられた事務事業の目標・実績等>

区

分

区

分

中小企業の成長促進４ 活力と魅力あふれる力強い都市づくり

作成課 経済労働局産業振興部工業振興課 関係課 経済労働局次世代産業推進室、経済労働局産業政策部企画課

重点課題名基本戦略

重点課題の内容

重点課題の解決

に向けた目標

●本市には、大企業の研究機関や高度な技術力を有する中小企業が数多く集積し、地域産業を支える重要な役割を担っていますが、経済の国際

化や少子高齢化など急激な社会経済環境の変化により、中小企業を取り巻く経営環境は大きく変化しています。

●地域経済の活性化を図るためには、ものづくり集積の優位性を活かしながら、製品や技術等の高付加価値化、生産性の向上、知的財産の活用

促進を図るとともに、独自の技術やサービスを活かした起業・創業や新事業分野進出の取組に対する支援や、新たな成長産業の振興・育成を通

じて、中小企業の成長を促進することが必要となります。

●本市の強みであるものづくり機能や研究開発機能を活かして、新技術・新製品開発や産学連携の促進、知的財産の活用によるオープンイノ

ベーションの推進、起業・創業の促進、超高齢社会に対応したウェルフェアイノベーションの推進に取り組むことで、川崎発のイノベーション

を起こせるような環境づくり、しくみづくりを推進し、競争力のある付加価値の高い産業構造への転換を図ることで中小企業の成長を促進しま

す。

事務事業名・予決算

額
取組内容・目標

実績等（目標との差異や次期へ

の方向性等）
取組内容・目標

実績等（目標との差異や次期へ

の方向性等）

前半 １年間

8,400

千円

8,428

千円

知的財産戦略の推進

決算

見込

予算

ウェルフェアイノ

ベーション推進事業

●ウェルフェアイノベーション

推進会議の開催

●福祉製品開発等のプロジェク

ト創出

●コーディネーターを活用した

プロジェクトの推進

●プロジェクトに対する試作化

委託の実施

●海外展開プロジェクトの創出

目標どおり達成できました。

3

●ウェルフェアイノベーション

推進会議の開催

●ウェルフェアイノベーション

フォーラムの開催

●福祉製品開発等のプロジェク

ト創出

●コーディネーターを活用した

プロジェクトの推進

●中国福祉関係者との交流、現

地視察

目標どおり達成できました。

3

予算 51,992

千円

決算

見込

46,240

千円

起業化総合支援事業 ●創業フォーラムの開催（年２

回のうち１回）

●かわさき起業家オーディショ

ンの開催（年６回のうち２回ま

で）

●創業支援担当者会議の開催

（年２回のうち１回）

目標どおり達成できました。

3

●創業フォーラムの開催（年２

回）

●起業家塾の開催（１０日間程

度）

●かわさき起業家オーディショ

ンの開催（年６回）

●創業支援担当者会議の開催

（年２回）

目標どおり達成できました。

3
予算 6,687

千円

決算

見込

6,556

千円

ものづくり中小企業

経営革新支援事業

●補助金の公募を実施

●川崎市産業振興支援事業評価

委員会及び審査会の開催

●補助金の交付決定事務

目標どおり達成できました。

3

●補助金の公募を実施

●川崎市産業振興支援事業評価

委員会及び審査会の開催

●補助金の交付決定事務

●補助金の交付企業に対する中

間検査の実施

●実績報告に基づく補助金額の

確定及び支払

●次年度の補助金制度の募集説

明会・個別相談会の開催

●過去の交付企業へのフォロー

アップ（訪問・アンケート）

目標どおり達成できました。

3
予算 12,465

千円

決算

見込

10,160

千円

●知的財産シンポジウムの開催

（1回）

●知的財産交流会の開催

（4回）

●知的財産マッチング支援及び

事業化に向けたフォロー（コー

ディネータ派遣）

（2１0回）

●大企業と中小企業のマッチン

グ成立件数（3件）

●知的財産スクールの開催

（6回）

●知的財産シンポジウムの開催

1回

●知的財産交流会の開催

1４回

●コーディネータ派遣回数

２２４回

●マッチング成立件数　１件

●知的財産スクールの開催　6

回

3

●知的財産シンポジウムの開催

（1回）

●知的財産交流会の開催（１

回）

●知的財産マッチング支援及び

事業化に向けたフォロー（コー

ディネータ派遣）（100回）

●大企業と中小企業のマッチン

グ成立件数（１件）

●知的財産スクールの開催（6

回）

大企業と中小企業のマッチング

成立件数（未契約）を含め、目

標どおり達成できました。

3

評価の対象となる重点課
題名を記載しています。

帳票を作成した所管局課名を（2016 年３月末時点）を記
載しています。以後の組織整備により、直近の所管局と異
なっている場合があります。

当該事務事業に対する評
価結果として選択した区
分を記載しています（評
価区分の内容について
は、次々ページ参照）。 

「アクションプログラム 2015」に位置付けられた施
政方針の分野別の重点施策を踏まえた重点的に解決
すべき課題の内容を記載しています。 

重点課題に位置付けら
れた事務事業の 1 年間
の目標とその実績を記
載しています。

重点課題に位置付けら
れた事務事業の上半期
の目標とその実績を記
載しています。

「重点課題の内容」で記載された課題の解決を図る
ことによって、目指すべき方向や状態、あるべき姿
を記載しています。
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<③重点課題の解決状況に関連する指標>

区

分

区

分

3 3

3 3

<④重点課題の総括的な実施結果区分について>

■

<⑤課題の状況について>

■

<⑥次年度における事務事業の見直し結果>

次年度における事務

事業の見直し結果区

分の説明

実績値

（計画・目標値との差異）

重点課題の総括的な実施結果区分

実施結果区

分について

の説明

●指標として掲載した新技術・新製品開発等支援事業、産学共同研究開発プロジェクト助成

事業の取組は、申請企業14社、採択企業8社及び交付企業8社などの利用実績があったこと

から、一定の成果があったと考えます。

●起業化総合支援事業の取組は、計画どおりに事業が進捗したことから、目標どおりの成果

がありました。

●ウェルフェアイノベーション推進事業の取組は、計画どおりに事業が進捗したことから、

目標どおりの成果がありました。

●知的財産戦略推進の取組は計画どおりに進捗し、また、知的財産交流会は目標を上回る開

催実績がありました。

目標を上回る成果があった

目標どおりの成果があった

目標を下回る成果があった

ほとんど成果なし

指標①

●補助金の申請企業数

（新技術・新製品開発等支援事

業、産学共同研究開発プロジェ

クト助成事業）

※補助金の申請企業数は、国や

県の補助制度の実施状況の影響

を受けるため、数値目標の設定

に適さず、前半については、数

値目標を設定していません。

●補助金の交付企業数

（新技術・新製品開発等支援事

業、産学共同研究開発プロジェ

クト助成事業）

※補助金の申請企業数は、国や

県の補助制度の実施状況の影響

を受けるため、数値目標の設定

に適さず、実績値のみを記載

申請企業14社、採択企業８

社、交付企業8社

指標③

●創業フォーラムの開催（年２

回のうち１回）

●かわさき起業家オーディショ

ンの開催（年６回のうち２回ま

で）

●知的財産交流会等の開催回数

（２回）

●創業フォーラムの開催（１

回）

●かわさき起業家オーディショ

ンの開催（２回）

計画・目標値

●新技術・新製品開発等支援事業、産学共同研究開発プロジェクト助成事業については、市内中小企業が他社との差別化を図るために

は、新製品や新技術開発による新事業・新分野への進出が必要不可欠であることから、引き続き事業を継続していきます。

●起業化総合支援事業については、創業支援機関との連携のもと引き続き創業支援に取り組むとともに、起業希望者にとってモデルケー

スとなる成長企業の創出加速に向けた取組として、新たに専門家等を活用した個別・集中のベンチャー企業等への支援を実施します。

●ウェルフェアイノベーション推進事業については、事業の必要性が高まっていること、プロジェクトの創出・推進が順調に進んでいる

ことから、次年度は一層の充実を図っていきます。

●知的財産戦略の推進については、知的財産交流会が「川崎のモデル」の知財活用支援として国や他の自治体から注目され、大企業、中

小企業とのネットワークが全国に広がり、マッチング機会が拡大していることから、引き続き積極的に推進していきます。

指標②

●ウェルフェアイノベーション

フォーラムでのプロジェクト創

出・推進件数（10件）

●ウェルフェアイノベーション

フォーラムでのプロジェクト創

出・推進件数（1５件）

年度当初と比べた現時点

での課題の状況区分

課題の状況

区分につい

ての説明

●引き続き、市内中小企業の製品や技術等の高付加価値化、知的財産の活用促進を図るとと

もに、新たな成長産業の振興・育成に向けて、２０１６年度も取組を継続していくことが必

要です。
課題は増大している

課題は同水準で存在する

課題は縮小・解消している

●ウェルフェアイノベーション

フォーラムでのプロジェクト創

出・推進件数

（20件）

●ウェルフェアイノベーション

フォーラム（分科会・マッチン

グ会等を含む）開催回数（２

回）

 ●創業フォーラムの開催（年

２回）

●かわさき起業家オーディショ

ンの開催（年６回）

●知的財産交流会等の開催回数

（4回）

●創業フォーラムの開催 2回

●かわさき起業家オーディショ

ンの開催 ６回

●知的財産シンポジウムの開催

1回

●知的財産交流会の開催

1４回

●コーディネータ派遣回数

２２４回

●マッチング成立件数 １件

●知的財産スクールの開催

6回

●ウェルフェアイノベーション

フォーラムでのプロジェクト

20件を創出・推進

●ウェルフェアイノベーション

フォーラム（分科会・マッチン

グ会等を含む）を2回開催

１年間

計画・目標値
実績値

（計画・目標値との差異）

前半

重点課題の指標に対する
評価結果として選択した
区分を記載しています（評
価区分の内容については、
次ページ参照）。

年度当初と比べた現時点での課題
の状況について、３区分で判断し
た結果を選択し、右にその説明を
記載しています。

重点課題の解決状況を測るのに適した指標の設定を行い、
可能な限りアウトカム指標（施策・事業の実施により発生
する効果・成果を表す指標）として設定しています。

指標の上半期の目標と 
その実績を記載しています。 指標の１年間の目標と 

その実績を記載しています。 

重点課題に位置付けられた事務事業の
総括的な実施結果について、４区分の
評価を行った結果を選択し、右にその
説明を記載しています。
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＜「事務事業」及び「重点課題の解決状況に関連する指標」の達成状況区分＞ 

数字 達成状況の区分 該  当  例 

１ 目標を大きく上回った

・目標に明記した期日よりも相当早く達成し、そのことに

よりコスト面や市民サービスに大きく貢献した。 

・目標に明記した内容よりも相当高い水準であった。 

・目標に明記した数値を大きく上回った。

２ 目標を上回った

・目標に明記した期日よりも早めに達成し、そのことによ

りコスト面や市民サービスに貢献した。 

・目標に明記した期日どおり達成し、明記した内容よりも

高い水準であった。 

・目標に明記した数値を上回った。

３ 目標をほぼ達成した

・目標に明記した期日、内容どおりに達成した。 

・途中で多少の遅れはあったものの、最終期限には間に合

う形で、目標に明記した内容どおりに達成した。 

・目標に明記した数値とほぼ同じであった。 

・おおむね適正に処理し業務遂行に支障がなかった。

４ 目標を下回った

・目標に明記した内容は達成したが、期日が遅れた。 

・目標に明記した期日どおりであったが、明記した内容に

満たない水準であった。 

・目標に明記した数値を下回った。 

・所定の期日に間に合わないなど、業務を適正に処理でき

なかった。

５ 目標を大きく下回った

・目標に明記した期日よりも遅れ、明記した内容に満たな

い水準であった。 

・目標に明記した数値を大きく下回った。

空白 ・指標設定を行っていない場合 

＜重点課題に位置付けられた事務事業の総括的な実施結果区分＞ 

実施結果区分 該  当  例 

目標を上回る成果があった 
・重点課題を構成する事務事業の多く（事業数や事業の寄与度

を考慮）が目標･指標に明記した水準を上回った。 

目標どおりの成果があった 
・重点課題を構成する事務事業の多く（事業数や事業の寄与度

を考慮）が目標･指標に明記した水準を概ね達成した。 

目標を下回る成果があった 
・重点課題を構成する事務事業の多く（事業数や事業の寄与度

を考慮）が目標に明記した水準を下回った。 

ほとんど成果なし 
・重点課題を構成する事務事業の多く（事業数や事業の寄与度

を考慮）が目標に明記した水準を大きく下回った。 

＜年度当初と比べた現時点での課題の状況区分＞  

状況区分 該  当  例 

課題は増大している 
・解決すべき課題に関する社会状況が変化し（課題が深刻

になり）次年度以降目標を高く設定する必要がある。 

課題は同水準で存在する 
・解決すべき課題に関する社会状況は変わらず、次年度以

降も引き続き同様の目標により取り組む必要がある。 

課題は縮小・解消している 
・解決すべき課題に関する社会状況が変化し（課題が改善

し）次年度以降は取組の転換等を検討する必要がある。 
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<①重点課題の内容等>

<②重点課題に位置付けられた事務事業の目標・実績等>

区
分

区
分

<③重点課題の解決状況に関連する指標>

区
分

区
分

3

3

「キャリア在り方生き方教育」の推進

「アクションプログラム２０１５」に基づく重点課題進行管理シート

２ 子どもを安心して育てることのできるふるさ
とづくり

作成課 教育委員会事務局総務部教育改革推進担当 関係課

重点課題名基本戦略

重点課題の内
容

重点課題の解
決に向けた目

標

●社会の様々な領域において構造的な変化が進行する中、社会人として自立した人材の育成が強く求められる一方、若者の「学校から
社会への移行」が円滑に行われていない状況が課題となっています。さらに、子どもたちが将来に不安を感じたり、学校での学習に自
分と将来との関係で、意義が見いだせずに学習意欲が低下し、学習習慣が確立しないといったことも課題となっています。
●「自分をつくる」「みんな一緒に生きている」「わたしたちのまち川崎」の視点の「キャリア在り方生き方教育」が重要となること
から、全校実施に向けた取組を推進します。

●子どもたちの社会的自立に必要な能力や態度の育成と、共生・協働の視点から、教育の在り方を幅広く見直し、これまでの取組を価
値づけ、改革していくために、発達段階に合わせた児童生徒用「キャリア在り方生き方ノート」や教員用「キャリア在り方生き方ノー
ト指導資料」を作成するなど、「キャリア在り方生き方教育」の取組を推進します。

事務事業名・予決
算額

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

前半 １年間

9,569

千円

6,899

千円

計画・目標値
実績値
（計画・目標値との差異）

前半

●担当者研修会（年２回）、
校内研修等を通した指導の充
実
●子どもたちが発達の段階に
応じて、自分を見つめ、在り
方や生き方を考える助けとな
る「キャリア在り方生き方
ノート」「キャリア在り方生
き方ノート教師用指導資料」
の作成、配布
●協力校情報交換会（年３
回）

目標どおり達成できました。

3

●「キャリア在り方生き方教
育の手引き」を使っての校内
研修の推進
●子どもたちが発達の段階に
応じて、自分を見つめ、在り
方や生き方を考える助けとな
る「キャリア在り方生き方
ノート」「キャリア在り方生
き方ノート教師用指導資料」
の原稿作成
●担当者研修会（９月）

実績値
（計画・目標値との差異）

「自分にはよいところがある
と思わない」と回答した児童
生徒の割合の減少
（小６：6.7%）
（中３：9.4%）

１年間

決算
見込

計画・目標値

指標①

指標に関する実績値が１年ご
とにしか把握できないため、
１年間の目標値のみ設定して
います。

「将来の夢や目標を持ってい
る、どちらかといえば持って
いる」と回答した児童生徒の
割合（小６：85.5%）
（中３：70%）

「将来の夢や目標を持ってい
る、どちらかといえば持って
いる」と回答した児童生徒の
割合（小６：84.6%）
（中３：69.6%）

目標どおり達成できました。

3

キャリア在り方生
き方教育推進事業

指標②

指標に関する実績値が１年ご
とにしか把握できないため、
１年間の目標値のみ設定して
います。

「自分にはよいところがある
と思わない」と回答した児童
生徒の割合の減少
（小６：5%）
（中３：9%）

予算
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<④重点課題の総括的な実施結果区分について>

■

<⑤課題の状況について>

■

<⑥次年度における事務事業の見直し結果>

●関連する指標の数値としては若干目標値を下回りましたが、2016年度からの
「キャリア在り方生き方教育」への全校での取組に向けて、子どもたちが発達の段階
に応じて、自分を見つめ、在り方や生き方を考える助けとなる「キャリア在り方生き
方ノート」「キャリア在り方生き方ノート教師用指導資料」を作成・配付することが
できたことは一定の成果であり、今後の学校での取組を推進するものであると考えま
す。

目標を上回る成果があった

目標どおりの成果があった

目標を下回る成果があった

ほとんど成果なし

●担当者研修会の内容を充実させ、「キャリア在り方生き方教育」についての理解を深めるとともに、指導体制の構築を図ってい
きます。また、研究推進校において、「キャリア在り方生き方ノート」「キャリア在り方生き方ノート教師用指導資料」の効果的
な活用方法や内容を検証していきます。

次年度における事
務事業の見直し結
果区分の説明

重点課題の総括的な実施結果区分

実施結果区
分について
の説明

年度当初と比べた現時点
での課題の状況区分

課題の状況
区分につい
ての説明

●「かわさき教育プラン」の基本目標「自主・自立」「共生・協働」を受け、各学校
が子どもたちの社会的・職業的自立に向けた目標を設定し、必要な力を身につけさせ
るために、「指導内容、指導手法、習慣・ルール」や「体験活動・地域とのかかわ
り」など様々な教育活動を見直し、新たに価値づけ、体系的・系統的に指導していき
ます。その指導の充実に向けて、事業への理解や「キャリア在り方生き方ノート」
「キャリア在り方生き方ノート教師用指導資料」の効果的な活用方法についての研修
等が必要であり、引き続き取組を推進していくことが求められています。

課題は増大している

課題は同水準で存在する

課題は縮小・解消している
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<①重点課題の内容等>

<②重点課題に位置付けられた事務事業の目標・実績等>

区
分

区
分

確かな学力の育成
２ 子どもを安心して育てることのできるふるさ
とづくり

作成課 教育委員会事務局総合教育センター 関係課 教育委員会事務局総合教育センター、教育委員会事務局職員部教職員課

重点課題名基本戦略

「アクションプログラム２０１５」に基づく重点課題進行管理シート

重点課題の内
容

重点課題の解
決に向けた目

標

●義務教育９年間の教育課程の内容は、本来すべての子どもたちが身に付けなくてはならないものであり、学習指導要領の目指す「生
きる力」は、生涯にわたる学習・生活の基礎となる力でもあります。一人ひとりの「生きる力」を伸ばしていくため、学ぶ意欲・態度
を育むことを大切にしながら「確かな学力」を育成していくことが必要となります。
●子どもの学力・学習状況の把握により、教育課程の見直しを図るとともに、学習指導要領に的確に対応した確かな学力の育成を目指
します。また、川崎の特色を活かした取組の推進による理科教育の充実、ＡＬＴの配置による英語教育・外国語活動の支援を行いま
す。
●１学級当たり３５人を超える小学校２年生以上の学級において、県の研究指定制度を活用した少人数学級を実施します。また、県か
ら加配される少人数指導等のための教員を学級担任にあてて少人数学級を実施した学校に対して、市費の非常勤講師を配置し、習熟の
程度に応じた学習や課題別学習等の少人数指導を推進します。
●教育用や校務用コンピュータを有効活用し、児童生徒の情報活用能力を育成すること、教師の指導力を豊かにすること、校務の共有
化・効率化を図り、教材研究や子どもと触れ合う時間を十分に確保することを目標に、教育の情報化推進計画並びに教育の情報セキュ
リティポリシーを基にＩＣＴ機器の整備や教材・資料のデータベース化、教員研修の充実、及び情報活用能力育成に向けた研究の推進
を図ります。

●基礎的・基本的な知識・技能の確実な習得や思考力・判断力・表現力等の育成、学習意欲の向上等を重視した様々な取組を推進し、
児童生徒に「確かな学力」を育みます。

事務事業名・予決
算額

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

前半 １年間

95,461

千円

91,155

千円

少人数指導等推進
事業

決算
見込

予算

教育の情報化推進
事業

●校務支援システム保健帳
票・指導要録・中学校通知表
等に関するサポートの強化及
び安定運用
●校務支援システムグループ
ウェア、週案へのサポートの
強化及び安定運用
●校務用コンピュータの再配
置
●校務用コンピュータ用のプ
リンタ機器更新

校務支援システム保健帳票の
リリース時期に遅れが生じま
したが、運用での周知を徹底
し、支障をきたすことはあり
ませんでした。

3

●校務支援システム保健帳
票・指導要録・中学校通知表
等に関するサポートの強化及
び安定運用
●校務支援システムグループ
ウェア、週案へのサポートの
強化及び安定運用
●校務支援システムの安定運
用に向けた協議
●校務支援システム公簿類の
運用に向けた協議
●中学校５０校の教育用コン
ピュータ機器更新
●「教育の情報化推進計画」
に基づく取組の推進
●次期「教育の情報化推進計
画」の検討

目標どおり達成できました。

3

予算 1,413,193

千円

決算
見込

1,393,713

千円

教育課程・学習指
導に関する事務

●川崎市小学校学習状況調査
の実施
●小中学校教育課程研究会の
実施（6月、8月）
●学習指導要領、かわさき教
育プランに基づく学校教育の
推進
●学校からのニーズを把握
し、教育活動サポーターを配
置
●横浜国立大学と連携した中
核理科教員養成プログラム
（ＣＳＴ）への参加募集
●市内小中学校でのＣＳＴ実
習生の受入
●採用試験における推薦基準
にＣＳＴ認定者を含めた人材
確保
●理科支援員を全小学校に配
置
●関係局と連携した、先端科
学技術者の巡回授業の実施

目標どおり達成できました。
（川崎市立小学校学習状況調
査を5月12日に実施しまし
た。）

3

●川崎市中学校学習状況調査
の実施
●学習指導要領、かわさき教
育プランに基づく学校教育の
推進
●教育活動サポーターの配置
及び効果・課題の検証
●横浜国立大学と連携した中
核理科教員養成プログラム
（ＣＳＴ）を実施
●市内小中学校でのＣＳＴ実
習生の受入
●理科支援員を全小学校に配
置とその活用
●関係局と連携した、先端科
学技術者の巡回授業の実施

目標どおり達成できました。
（川崎市立中学校学習状況調
査を11月10日に実施しまし
た。市内小中学校でＣＳＴ実
習生を1名受け入れ、実習を
実施しました。先端科学技術
者による授業を市内小中学校
12校で24回の出前授業を行
いました。）

3

予算 95,281

千円

決算
見込

93,528

千円

●課題別学習や習熟の程度に
応じた学習などの少人数指導
の実施
●１学級あたり３５人を超え
る小学校２年生以上の学校に
おける、神奈川県の研究指定
制度を活用した少人数学級の
実施
●神奈川県から加配されてい
る少人数指導等のための教員
を学級担任にあてて少人数学
級を実施した学校に対する、
市費の非常勤講師の配置
●次年度の児童生徒数推計等
による少人数学級実施予定校
の把握、及び、申出のあった
学校に計画書の提出を依頼

目標どおり達成できました。

3

●課題別学習や習熟の程度に
応じた学習などの少人数指導
の実施
●１学級あたり３５人を超え
る小学校２年生以上の学校に
おける、神奈川県の研究指定
制度を活用した少人数学級の
実施
●神奈川県から加配されてい
る少人数指導等のための教員
を学級担任にあてて少人数学
級を実施した学校に対する、
市費の非常勤講師の配置

目標どおり達成できました。

3
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<③重点課題の解決状況に関連する指標>

区
分

区
分

3

3

3

<④重点課題の総括的な実施結果区分について>

■

<⑤課題の状況について>

■

<⑥次年度における事務事業の見直し結果>

次年度における事
務事業の見直し結
果区分の説明

実績値
（計画・目標値との差異）

重点課題の総括的な実施結果区分

実施結果区
分について
の説明

●習熟の程度に応じた学習などの少人数指導の実施、小中学校教育課程研究会におけ
る授業提案や研究協議、学習状況調査の実施及び結果の分析による授業改善への取組
等、一人ひとりの学習状況をきめ細かく把握するとともに、課題を設定し解決する単
元の構成や、児童生徒が主体的に取り組める学習活動の工夫等を取り入れた授業づく
りを支援しました。その結果、児童生徒の学習への意欲が高まり、指標として設定し
た「授業がわかる、どちらかといえばわかる」の数値が、年度当初に設定した目標値
に達するなど、課題への取組に一定の成果があったと考えます。

目標を上回る成果があった

目標どおりの成果があった

目標を下回る成果があった

ほとんど成果なし

指標①

指標に関する実績値が１年ご
とにしか把握できないため、
１年間の目標値のみ設定して
います。

「授業がわかる、どちらかと
いえばわかる」と回答した児
童生徒の割合
（小５：88.5％）
（中２：74％）

※小５：国語・算数・理科・
社会の平均、中２：国語・数
学・理科・社会・英語の平均

「授業がわかる、どちらかと
いえばわかる」と回答した児
童生徒の割合
（小５：89％）
（中２：74.2％）

指標③

指標に関する実績値が１年ご
とにしか把握できないため、
１年間の目標値のみ設定して
います。

計画・目標値

●川崎市学習状況調査については、全国学力・学習状況調査の結果と合わせて分析することで、全国的な成果と課題を踏まえ、本
市の成果と課題を的確に把握できることから、次年度もそれぞれの調査を補完的に活用し、学力把握と学力向上の取組を進めてい
きます。

指標②

指標に関する実績値が１年ご
とにしか把握できないため、
１年間の目標値のみ設定して
います。

年度当初と比べた現時点
での課題の状況区分

課題の状況
区分につい
ての説明

●外国語指導助手配置事業については、国が進める新しい英語教育改革計画が進行す
る中、教職員研修やALTの適正配置に課題が引き続き存在することから、２０１６年
度も取組を継続していくことが必要です。

課題は増大している

課題は同水準で存在する

課題は縮小・解消している

「学習はすき、どちらかとい
えばすき」と回答した児童生
徒の割合
（小５：74.5％）
（中２：58％）

※小５：国語・算数・理科・
社会・総合の平均、中２：国
語・数学・理科・社会・英語
の平均

「授業で学んだことが、生活
の中で役に立っていると思
う、どちらかといえば思う」
と回答した児童生徒の割合
（小５：90％）
（中２：71％）

※小５：国語・算数・理科・
社会・総合の平均、中２：国
語・数学・理科・社会・英語
の平均

「授業で学んだことが、生活
の中で役に立っていると思
う、どちらかといえば思う」
と回答した児童生徒の割合
（小５：90.2％）
（中２：71.5％）

「学習はすき、どちらかとい
えばすき」と回答した児童生
徒の割合
（小５：74.3％）
（中２：59.2％）

１年間

計画・目標値
実績値
（計画・目標値との差異）

前半

外国語指導助手配
置事業

●小・中・高等学校への外国
語指導助手（ALT）の配置に
よる、児童生徒が外国人と直
接コミュニケーションを図る
機会の確保及び各学校の英語
教育・外国語活動の支援
●英語教育改革に対応した教
員研修の充実
●言語習得の基礎となるリス
ニング能力育成に向けた英語
に触れる機会の充実

目標どおり達成できました。

3

●小・中・高等学校への外国
語指導助手（ALT）の配置に
よる、児童生徒が外国人と直
接コミュニケーションを図る
機会の確保及び各学校の英語
教育・外国語活動の支援、効
果の検証
●英語教育改革に対応した教
員研修の充実と普及
●言語習得の基礎となるリス
ニング能力育成に向けた英語
に触れる機会の充実と検証

目標どおり達成できました。
（ALTとの学習機会確保とそ
の効果の検証を行いました。
また、国が進める新しい英語
教育改革計画に対応して、小
中高それぞれの校種において
英語教育推進リーダーによる
指導力向上研修を実施しまし
た。）

3予算 307,546

千円

決算
見込

307,532

千円
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<①重点課題の内容等>

<②重点課題に位置付けられた事務事業の目標・実績等>

区
分

区
分

●共生・共育担当者研修会
（年３回）、校内研修等を通
した指導者育成の充実
●研究協力校１５校の効果検
証等の調査研究
●いじめ、不登校等の早期発
見のための「効果測定」の活
用推進

概ね目標どおり達成できまし
た。
（年３回の担当者研修会につ
いて、研修資料の充実と校務
支援システムを利用した周知
で時間短縮を図り、年２回開
催としました。）

3

●共生・共育担当者研修会
（４月、８月）の実施
●「かわさき共生＊共育プロ
グラム効果測定ハンドブッ
ク」を使用しての校内研修の
推進
●研究協力校への支援

目標どおり達成できました。

3

就学援助・就学事
務

●就学援助：小中学校からの
申請に対する迅速な認定及び
支給、小中学校担当者への説
明会の実施
●就学事務：法令で定められ
た就学事務の円滑な執行（各
区役所区民課、小中学校との
連絡・調整等）、就学事務シ
ステムの開発に向けた取組
（仕様の検討、庁内関係課と
の調整、予算要求等）

目標どおり達成できました。

3

●就学援助：小中学校からの
申請に対する迅速な認定及び
支給、生活保護基準引き下げ
に伴う、国や他都市への調査
及びより円滑な事務処理の構
築に向けた制度の検討
●就学事務：法令で定められ
た就学事務の円滑な執行（各
区役所区民課、小中学校との
連絡・調整等）、就学事務シ
ステムの開発に向けた取組
（仕様の検討、庁内関係課と
の調整等）

目標どおり達成できました。

3

予算 677,659

千円

決算
見込

725,980

千円

特別支援教育推進
事業

●特別支援教育サポーター配
置による教育的支援の充実
●田島支援学校教員の特定行
為従事者研修受講促進
●さくら小学校における「交
流及び共同学習の研究」とし
て授業研究の実施
●分教室拡充に向けた中央支
援学校・聾学校との調整及び
改修工事設計委託の実施

目標どおり達成できました。

3

●特別支援教育サポーター配
置による教育的支援の充実
●田島支援学校における看護
師と教員の連携による医療的
ケア体制整備
●さくら小学校の「交流及び
共同学習」の全市に向けた研
究報告会の実施
●分教室拡充に向けた中央支
援学校・聾学校との調整及び
改修工事設計委託の実施

目標どおり達成できました。

3

予算 303,292

千円

決算
見込

279,509

千円

児童支援コーディ
ネーター専任化事
業

●学校訪問・研修・協議会の
開催等による推進校及び児童
支援コーディネーターの取組
支援
●６月実施の「特別支援教育
体制充実アンケート」の集約
と分析から事業の成果の検証

目標どおり達成できました。

3

●学校訪問・研修・協議会等
の開催等による推進校及び児
童支援コーディネーターの取
組支援
●「特別支援教育体制充実ア
ンケート」「いじめ・暴力に
関わる調査」等の集約と分析
から事業の成果の検証
●全校配置に向けた次年度以
降の事業拡充計画の取りまと
め
●次年度の推進校の募集及び
決定

目標どおり達成できました。

3

予算 102,489

千円

決算
見込

90,251

千円

海外帰国・外国人
児童生徒相談事業

●区教育担当と連携した受け
入れ体制の整備
４月、各区教育担当に体制整
備に向けた資料送付
●日本語指導等協力者の指導
力向上に向けた研修の実施
　４月、新規登録者研修会
６月、第１回研修会
●相談、就学体制づくりのた
めに帰国・外国人児童生徒教
育担当者研修会を実施　７
月、第１回研修会

目標どおり達成できました。

3

●区教育担当と連携した受け
入れ体制の整備
１２月学校教育部連絡調整会
議において各担当との情報交
換
●日本語指導等協力者の指導
力向上に向けた研修の実施
　１０月・１１月・３月に研
修会の実施
●相談、就学体制づくりのた
めに帰国・外国人児童生徒教
育担当者研修会を実施　１
月、第２回研修会

目標どおり達成できました。

3

予算 54,320

千円

決算
見込

49,589

千円

10,051

千円

9,739

千円

共生・共育推進事
業

決算
見込

予算

「アクションプログラム２０１５」に基づく重点課題進行管理シート

重点課題の内
容

重点課題の解
決に向けた目

標

●特別支援学校や特別支援学級に在籍する障害のある児童生徒が増加しており、また、通常の学級においても、発達障害のほか、いじ
めや不登校、経済的に困難な家庭環境など、様々な教育的ニーズのある子どもが増加している現状があることから、一人ひとりの教育
的ニーズに応じた適切な教育的支援を行う必要があります。
●児童支援コーディネーターの専任化や特別支援教育サポーターの配置、就学援助の迅速な認定・支給や円滑な事務処理の構築に向け
た制度の検討、「かわさき共生＊共育プログラム」の実践などに取り組むことで、一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な支援を実
施していきます。

●支援の必要な子どもの課題改善を推進するため、すべての子どもがいきいきと個性を発揮できるよう、障害の有無にかかわらず、一
人ひとりの教育的ニーズに適切に対応していく教育（支援教育）を学校全体で推進します。

事務事業名・予決
算額

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

前半 １年間

一人ひとりの教育的ニーズに対応した総合的な支援
２ 子どもを安心して育てることのできるふる
さとづくり

作成課 教育委員会事務局学校教育部指導課 関係課
教育委員会事務局総務部教育改革推進担当、教育委員会事務局総務
部学事課、教育委員会事務局総合教育センター

重点課題名基本戦略
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<③重点課題の解決状況に関連する指標>

区
分

区
分

3

3

3

<④重点課題の総括的な実施結果区分について>

■

<⑤課題の状況について>

■

<⑥次年度における事務事業の見直し結果>

適応指導教室事業 ●市内６か所に設置している
適応指導教室の運営
●適応指導教室に通級する児
童生徒の相談や活動のサポー
トを行うメンタルフレンド
（ボランティア学生）の募集
及び配置

目標どおり達成できました。

3

●市内６か所に設置している
適応指導教室の運営
●適応指導教室に通級する児
童生徒の相談や活動のサポー
トを行うメンタルフレンド
（ボランティア学生）の募集
及び配置

目標どおり達成できました。

3予算 78,498

千円

決算
見込

79,373

千円

指標②

指標に関する実績値が1年ご
とにしか把握できないため、
1年間の目標値のみ設定して
います。

年度当初と比べた現時点
での課題の状況区分

課題の状況
区分につい
ての説明

●様々な教育的ニーズのある子どもが増加している現状の中、特別支援教育サポー
ターの配置や児童支援コーディネーターの専任化など支援体制に関する課題が引き続
き存在するため、2016年度も取組を継続していく必要があります。

課題は増大している

課題は同水準で存在する

課題は縮小・解消している

「いじめはどんなことがあっ
てもいけないことだと思う」
と回答した児童生徒の割合
（小６：78％）
（中３：64％）

かわさき共生＊共育プログラ
ム効果測定によるポジティ
ブ・活躍群の割合
（小学校：63.3％）
（中学校：56.3％）

かわさき共生＊共育プログラ
ム効果測定によるポジティ
ブ・活躍群の割合
（小学校：67.1％）
（中学校：57.8％）

「いじめはどんなことがあっ
てもいけないことだと思う」
と回答した児童生徒の割合
（小６：77.0％）
（中３：64.2％）

１年間

計画・目標値
実績値
（計画・目標値との差異）

前半

次年度における事
務事業の見直し結
果区分の説明

実績値
（計画・目標値との差異）

重点課題の総括的な実施結果区分

実施結果区
分について
の説明

●特別支援教育推進事業については、田島支援学校の教員が特定行為業務従事者とし
て認定され、本市南部の医療的ケアの拠点校としての体制を整備し、また、昨年度に
引き続き、さくら小学校の「交流及び共同学習」の研究報告会を開催し取組を全市に
発信する等、事業推進に向け、成果があったと考えます。
●児童支援コーディネーター専任化事業については、児童支援コーディネーターを核
として、児童の課題を多面的に捉え、チームで対応できる児童支援体制を構築したこ
と等から、課題改善につながるなど、成果があったと考えます。

目標を上回る成果があった

目標どおりの成果があった

目標を下回る成果があった

ほとんど成果なし

指標①

指標に関する実績値が1年ご
とにしか把握できないため、
1年間の目標値のみ設定して
います。

支援の必要な児童の課題改善
率
（84％）

※全小学校において把握して
いる支援の必要な児童のう
ち、その後の支援によって課
題が改善した割合（改善傾向
にある児童を含む）

支援の必要な児童の課題改善
率　（85％）

指標③

指標に関する実績値が1年ご
とにしか把握できないため、
1年間の目標値のみ設定して
います。

計画・目標値

●特別支援教育推進事業については、本年度の事業実施の結果、対象となる児童生徒の増加に対する対応が求められるとともに、
共生社会の実現に向け、障害の有無にかかわらずすべての児童生徒を対象として、一人ひとりの教育的ニーズに的確に対応した教
育をさらに推進する必要があることから、2016年度は事業費を精査しつつも、今年度の事業内容・事業規模を拡大する予定とし
ています。
●児童支援コーディネーター専任化事業については、本年度の事業実施の結果、共生社会の実現に向け、障害の有無にかかわらず
すべての児童生徒を対象として、一人ひとりの教育的ニーズに的確に対応した教育をさらに推進する必要があることから、2016
年度は事業費を精査しつつも、今年度の事業内容・事業規模を拡大する予定としています。
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<①重点課題の内容等>

<②重点課題に位置付けられた事務事業の目標・実績等>

区
分

区
分

●外国人教育推進連絡会議の
開催（11月・2月）
●人権尊重教育推進会議の開
催（10月・2月）
●人権教育補助教材「はたら
くひとびと」活用検討委員会
の開催（11月・2月）
●人権教育補助教材「はたら
くひとびと」の配布（3月）
●PTA人権研修会（2月）
●学校用務員給食調理員等人
権研修会の開催（3月）

目標どおり達成できました。

3

●人権尊重教育推進会議の開
催（5月）
●相談カードの修正・作成・
配布（6月）
●教員研修・推進校研究支援
（5月～3月）

目標どおり達成できました。

3

子どもの権利学習
推進事業

●子どもの権利学習派遣事業
事前説明会の実施（5月）
●子どもの権利学習派遣事業
の実施（6月～3月）
●子どもの権利学習資料・活
用資料の改善を踏まえた検討

目標どおり達成できました。

3

●子どもの権利学習派遣事業
の実施（6月～3月）
●子どもの権利学習資料・活
用資料の学校への配布（11
月）

目標どおり達成できました。
（講師派遣を行っているNPO
法人の協力により、中学生対
象に子どもの権利学習派遣事
業を試験的に実施できまし
た。来年度に向けて対象者の
拡大を図っていきます。）

3
予算 3,302

千円

決算
見込

3,276

千円

児童生徒指導・相
談業務

●市内市立全中学校へのス
クールカウンセラーの配置
●市内市立小学校、高等学校
への学校巡回カウンセラー７
名の派遣
●各区１名以上のスクール
ソーシャルワーカーの配置

目標どおり達成できました。

3

●市内市立全中学校へのス
クールカウンセラーの配置
●市内市立小学校、高等学校
への学校巡回カウンセラー７
名の派遣
●各区１名以上のスクール
ソーシャルワーカーの配置

目標どおり達成できました。

3
予算 192,198

千円

決算
見込

188,908

千円

区における教育支
援推進事業

●区における教育支援の推進
・学校運営全般に対する支援
・学校間及び学校と地域の連
携強化
・地域諸団体・機関との連携
強化による子ども支援の推進
・スクールソーシャルワー
カーを活用した支援
●学校支援センターの取組を
活用した支援

目標どおり達成できました。
（川崎区・教育担当について
は、指導主事・スクールソー
シャルワーカーを増員し、よ
り一層の教育支援体制の充実
を図りました。）

3

●区における教育支援の推進
（通年）
・学校運営全般に対する支援
・学校間及び学校と地域の連
携強化
・地域諸団体・機関との連携
強化による子ども支援
・スクールソーシャルワー
カーを活用した支援
●学校支援センターの取組を
活用した支援（通年）

目標どおり達成できました。
（川崎区・教育担当について
は、指導主事・スクールソー
シャルワーカーを増員し、よ
り一層の教育支援体制の充実
を図りました。）

3

予算 9,433

千円

決算
見込

9,272

千円

3,208

千円

2,963

千円

人権教育推進事業

決算
見込

予算

「アクションプログラム２０１５」に基づく重点課題進行管理シート

重点課題の内
容

重点課題の解
決に向けた目

標

●2015年2月に発生した中学生死亡事件を受け、教育委員会として、二度とこのような事件を発生させないための方策をしっかりと
検討していかなければなりません。そのためには、検証委員会による検証作業を進め、報告書としてまとめるとともに、より実効性の
ある再発防止策を検討していく必要があります。
●また、児童生徒のより安全・安心な環境を早期につくるため、学校における指導体制の点検と振り返りを行うと同時に、再発防止の
ために指導体制の整備を進めていく必要があります。
●人権教育全般の推進及び子どもの権利学習のための講師派遣並びに資料の検討・作成・配布、スクールカウンセラーの中学校全校配
置、市立小学校・高等学校への学校巡回カウンセラー派遣、スクールソーシャルワーカー配置による医療機関や児童相談所等の関係機
関との連携、区・教育担当を中心とした学校・地域・関係機関との連携強化や、児童生徒理解を基盤とした校内体制づくりへのきめ細
やかな支援など、これまで実施してきた取組をさらに推進していきます。

●様々な資料や研修等を通じて人権教育全般の推進を図りながら、子どもたちの豊かな心をはぐくみ、子どものSOSを見逃すことのな
いよう、区とも連携して学校へのきめ細やかな支援を推進します。

事務事業名・予決
算額

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

前半 １年間

いのち・心の教育の推進と子どものＳＯＳを見逃さない指導・相談
体制の構築

２ 子どもを安心して育てることのできるふるさ
とづくり

作成課 教育委員会事務局学校教育部指導課 関係課
教育委員会事務局総務部人権・共生教育担当、教育委員会事務局総
合教育センター

重点課題名基本戦略
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<③重点課題の解決状況に関連する指標>

区
分

区
分

3

<④重点課題の総括的な実施結果区分について>

■

<⑤課題の状況について>

■

<⑥次年度における事務事業の見直し結果>

年度当初と比べた現時点
での課題の状況区分

課題の状況
区分につい
ての説明

●児童生徒・教職員の人権尊重の意識の向上や、専門性の高い相談体制の継続等のた
めにも、2016年度も取組を継続していくことが必要です。課題は増大している

課題は同水準で存在する

課題は縮小・解消している

１年間

計画・目標値
実績値
（計画・目標値との差異）

前半

次年度における事
務事業の見直し結
果区分の説明

実績値
（計画・目標値との差異）

重点課題の総括的な実施結果区分

実施結果区
分について
の説明

●「人の気持ちが分かる人間になりたいと思う、どちらかといえば思う」の指標の数
値は若干目標値を下回りましたが、指導主事やスクールソーシャルワーカーの増員と
いった区の実情に応じた配置や、活用方法の改善による福祉部門との連携強化による
一層の支援体制の充実を図り、また、学校運営体制を一層整備するため新たに毎年２
月を「学校体制振り返り月間」と位置づける仕組みづくりなど、着実に取組を推進す
ることで、きめ細やかな支援による児童生徒理解に一定の成果があったと考えます。

目標を上回る成果があった

目標どおりの成果があった

目標を下回る成果があった

ほとんど成果なし

指標①

指標に関する実績値が１年ご
とにしか把握できないため、
１年間の目標値のみ設定して
います。

「人の気持ちが分かる人間に
なりたいと思う、どちらかと
いえば思う」と回答した児童
生徒の割合
（小６：95%）
（中３：95%）

「人の気持ちが分かる人間に
なりたいと思う、どちらかと
いえば思う」と回答した児童
生徒の割合
（小６：93.4%）
（中３：93.6%）

計画・目標値

●２０１５年２月に発生した中学生死亡事件を受け、検証作業を進めてきました。児童生徒のより安全・安心な環境づくりを継続
する必要があるため、各区地域みまもり支援センターの区・教育担当を中心として、学校・地域・こども未来局をはじめとした関
係機関との連携強化など、今年度の事業内容・事業規模を維持して実施する予定です。
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<①重点課題の内容等>

<②重点課題に位置付けられた事務事業の目標・実績等>

区
分

区
分

<③重点課題の解決状況に関連する指標>

区
分

区
分

<④重点課題の総括的な実施結果区分について>

■

<⑤課題の状況について>

■

<⑥次年度における事務事業の見直し結果>

3

中学校給食等運営
事業

予算

年度当初と比べた現時点
での課題の状況区分

課題の状況
区分につい
ての説明

●本市で初となる中学校完全給食の実施に向けては、限られた財源であることも踏ま
え、事業に要する経費については、効率的・効果的な予算執行に努めるとともに、災
害時における学校給食センターの活用や、円滑な給食実施に向けたマニュアルづくり
など、2016年度も取組を着実に推進することが必要です。

課題は増大している

課題は同水準で存在する

課題は縮小・解消している

１年間

決算
見込

計画・目標値

指標①

本重点課題の目標は中学校完
全給食を実施することであ
り、課題解決の状況を指標で
測る性質のものではないた
め、指標を設定することが困
難です。

目標どおり達成できました。

●今年度の中学校完全給食の早期実施に向けた取組の結果、2016年１月より、東橘中学校で完全給食の試行実施を開始しまし
た。今後は、試行実施における評価・検証や課題の検討を進め、次年度には、自校方式２校（犬蔵中学校・中野島中学校）、合築
校方式２校（東橘中学校・はるひ野中学校）において本格実施を行う予定です。また、2017年度中の全校実施に向け、引き続
き、学校給食センター及びその他の給食関連施設の整備を進めていきます。

3,244,775

千円

3,351,379

千円

計画・目標値
実績値
（計画・目標値との差異）

前半

●ミルク給食及びランチサー
ビス事業の継続実施
●中学校完全給食の早期実施
に向けた取組の推進
・中学校給食推進会議等によ
る検討
・民間活力を活かした手法に
よる給食施設等の整備推進
・中学校完全給食を活用した
食育推進の検討
●東橘中学校での完全給食の
試行実施

目標どおり達成できました。

3

●ミルク給食及びランチサー
ビス事業の継続実施
●中学校完全給食の早期実施
に向けた取組の推進
・中学校給食推進会議等によ
る検討
・民間活力を活かした手法に
よる給食施設等の整備推進
・中学校完全給食を活用した
食育推進の検討

次年度における事
務事業の見直し結
果区分の説明

実績値
（計画・目標値との差異）

重点課題の総括的な実施結果区分

実施結果区
分について
の説明

●2015年度の事務事業の実施結果については、中学校完全給食の早期実施に向けた
取組の結果、計画どおり学校給食センター及びその他の給食関連施設の整備を進め、
また、2016年１月７日には東橘中学校において試行実施を開始するなど、着実に取
組を推進し、目標どおりの成果であったと考えます。

目標を上回る成果があった

目標どおりの成果があった

目標を下回る成果があった

ほとんど成果なし

重点課題の内
容

重点課題の解
決に向けた目

標

●本市の中学校において完全給食を提供することにより、更なる食育の充実が図られること、育ち盛りの生徒にとって栄養バランスが
あり、安全・安心で温かい食事を摂ることができるなどのことから、2013年11月に「川崎市立中学校給食の基本方針」を決定しまし
た。
●その後、2014年10月には「川崎市立中学校完全給食実施方針」（2015年１月一部修正）を決定し、2016年度には一部の学校に
おいて、2017年度には全校において中学校完全給食を実施する予定です。今後は本実施方針に基づき、市内３か所の学校給食セン
ター、その他の給食施設や各学校の配膳室等の整備を着実に進めるとともに、献立作成、給食費の額の決定等の準備・検討を進める必
要があります。

●安全・安心で温かい中学校完全給食の早期実施
　2016年度　一部実施
　2017年度　全校実施

事務事業名・予決
算額

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

前半 １年間

中学校完全給食の導入に向けた取組

「アクションプログラム２０１５」に基づく重点課題進行管理シート

２ 子どもを安心して育てることのできるふるさ
とづくり

作成課 教育委員会事務局中学校給食推進室 関係課 教育委員会事務局学校教育部健康教育課

重点課題名基本戦略
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<①重点課題の内容等>

<②重点課題に位置付けられた事務事業の目標・実績等>

区
分

区
分

教育環境の整備
２ 子どもを安心して育てることのできるふるさ
とづくり

作成課 教育委員会事務局教育環境整備推進室 関係課 教育委員会事務局総務部企画課

重点課題名基本戦略

「アクションプログラム２０１５」に基づく重点課題進行管理シート

重点課題の内
容

重点課題の解
決に向けた目

標

●より多くの学校施設の教育環境を早期かつ効率的に改善するため、「学校施設長期保全計画」に基づく改修による学校施設の再生整
備及び予防保全を実施し、施設の長寿命化を図るとともに、併せて教育環境の質的な改善と環境対策を推進します。
●特に利用者のニーズの高い、学校トイレの快適化やエレベータの既存校舎への設置を計画的に進めます。
●児童生徒が増加している地域ごとの対応の検討を行いながら、学校の新設、増築等や通学区域の変更等を計画的に行い、良好な教育
環境を確保します。

●学校施設長期保全計画に基づく改修を進め、学校施設の再生整備及び予防保全を計画的に実施します。
●再生整備と併せて、利用者の特にニーズの高い、学校トイレの快適化とエレベータ設置を計画的に実施します。
●新川崎Ｆ地区新設小学校と小杉駅周辺地区新設小学校の開設に伴う取組を推進し、両地域における良好な教育環境の確保を実現しま
す。
●児童生徒が増加している地域においては、一部通学区域の変更や計画的な増改築を実施し、良好な教育環境の確保を実現します。

事務事業名・予決
算額

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

前半 １年間

5,302,169

千円

8,208,449

千円

児童生徒増加対策
事業

決算
見込

予算

安全で快適な教育
環境整備事業

●学校トイレ快適化事業の次
年度工事分設計着手（７校）
●学校トイレ快適化事業の工
事着手（７校）
●エレベータ整備事業の次年
度工事分設計着手（３校）
●エレベータ整備事業の工事
着手（4校）
●蓄電池設置の工事着手（３
校）
●学校における複数熱源導入
の工事着手（２１校）
●灯油式発電機の工事着手
（２２校）

目標どおり達成できました。
（エレベータ整備事業につい
ては、次年度工事分の設計を
２校追加し、５校で設計を
行っています。）

3

●学校トイレ快適化事業の次
年度工事分設計完了（７校）
●学校トイレ快適化事業の工
事完了（７校）
●エレベータ整備事業の次年
度工事分設計完了（３校）
●エレベータ整備事業の工事
完了（4校）
●蓄電池設置の工事完了（３
校：うち２校ＧＮＤ基金活
用）
●学校における複数熱源導入
の工事完了（２１校）
●灯油式発電機の工事完了
（２２校）

概ね目標どおり達成しまし
た。
(エレベータ整備事業の工事
(３校)については、入札不調
(４回目で落札)の影響で工期
を2016年５月末まで延長し
ました。)

3

予算 1,705,884

千円

決算
見込

1,401,230

千円

既存学校施設再生
整備事業

●再生整備モデル事業(西丸子
小・久末小)の工事(4年目)の
着手
●再生整備モデル事業の検証
●予防保全事業（Aグループ
校舎2校・体育館2校、Bグ
ループ校舎4校・体育館9
校）の設計着手の準備
●再生整備事業の前年度設計
継続(Cグループ校舎8校・体
育館5校)、設計着手（Cグ
ループ体育館5校）の準備

目標どおり達成できました。

3

●再生整備モデル事業(西丸子
小・久末小)の工事(4年目)の
完了
●再生整備モデル事業の検証
●予防保全事業（Aグループ
校舎2校・体育館2校、Bグ
ループ校舎4校・体育館9
校）の設計着手
●再生整備事業の前年度設計
継続(Cグループ校舎8校・体
育館5校)、設計着手（Cグ
ループ体育館5校）

目標どおり達成できました。

3

予算 2,178,451

千円

決算
見込

1,760,341

千円

●新川崎Ｆ地区・小杉駅周辺
地区新校開設に伴う取組の推
進
●増築工事
下小田中小、末長小、西梶ヶ
谷小の設計着手・古川小、臨
港中の設計完了、工事着手・
下沼部小、久末小の工事着
手・白鳥中（繰越）、御幸
小、大師中、富士見中の工事
完了
●児童急増地域等における開
発状況調査等の実施及び対応
策の検討

概ね目標どおり達成しまし
た。
(御幸小学校の校舎増築工事に
ついては、地中埋設物の影響
で工期を2016年４月末まで
延長しました。)

3

●子母口小学校・東橘中学校
の校舎合築工事の完了
●増築工事
下小田中小、末長小、西梶ヶ
谷小の設計着手・下沼部小、
久末小の工事着手・白鳥中の
工事完了（繰越）

目標どおり達成できました。

3
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<③重点課題の解決状況に関連する指標>

区
分

区
分

3

3

<④重点課題の総括的な実施結果区分について>

■

<⑤課題の状況について>

■

<⑥次年度における事務事業の見直し結果>

次年度における事
務事業の見直し結
果区分の説明

実績値
（計画・目標値との差異）

重点課題の総括的な実施結果区分

実施結果区
分について
の説明

●①児童生徒増加対策事業のうち一部については計画変更しましたが、その他の新増
築工事は予定どおり進捗したこと、②「学校施設長期保全計画」に基づく予防保全や
再生整備の改修工事の設計に予定どおり着手できたこと、③エレベータ設置について
は、入札不調のため、一部工事を繰り越しましたが、学校トイレの快適化などについ
ては、予定どおり進捗できたことから、安全で快適な教育環境の整備については、成
果があったと考えます。

目標を上回る成果があった

目標どおりの成果があった

目標を下回る成果があった

ほとんど成果なし

指標①

指標に関する実績値が１年ご
とにしか把握できないため、
１年間の目標値のみ設定して
います。

トイレ快適化整備校数の割合
(65.2％)

※床がドライ化されていない
小学校91校、中学校41校を
対象とする

トイレ快適化整備校数の割合
(65.2％)

計画・目標値

●児童生徒増加対策事業については、地中埋設物の影響により御幸小学校校舎増築工事の工期延長を行いましたが、2016年４月
に工事完了するよう取組を推進します。
●安全で快適な教育環境整備事業については、入札不調の影響によりエレベータ設置工事の工期延長を行いましたが、2016年５
月に工事完了するよう取組を推進します。

指標②

指標に関する実績値が１年ご
とにしか把握できないため、
１年間の目標値のみ設定して
います。

年度当初と比べた現時点
での課題の状況区分

課題の状況
区分につい
ての説明

●築20年以上の老朽化が進行した校舎が7割以上あること、一部の地域の児童生徒に
ついては増加していく傾向にあることなど課題が引き続き存在することから、2016
年度も取組を継続していく必要があります。

課題は増大している

課題は同水準で存在する

課題は縮小・解消している

エレベータ設置校数の割合
(61.8％)

※小・中学校における校舎増
改築や既存校舎改修によるエ
レベータの設置校の割合

エレベータ設置校数の割合
(60.0％)

１年間

計画・目標値
実績値
（計画・目標値との差異）

前半
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<①重点課題の内容等>

<②重点課題に位置付けられた事務事業の目標・実績等>

区
分

区
分

<③重点課題の解決状況に関連する指標>

区
分

区
分

3

3

地域ぐるみで教育を支える環境の充実

「アクションプログラム２０１５」に基づく重点課題進行管理シート

２ 子どもを安心して育てることのできるふるさ
とづくり

作成課 教育委員会事務局生涯学習部生涯学習推進課 関係課 教育委員会事務局総務部教育改革推進担当

重点課題名基本戦略

重点課題の内
容

重点課題の解
決に向けた目

標

●中学校区と行政区に設置された地域教育会議における市民の自主的な活動を支援することや、２014年度からスタートした「地域の
寺子屋事業」を推進することなどを通して、地域ぐるみで子どもの育ちをサポートする仕組みづくりを進め、地域の教育力向上を図る
ことが求められています。
●学校・家庭・地域社会が連携して、より良い教育の実現を目指すことができるように、学校教育推進会議の充実を図るとともに、学
校・家庭・地域社会が一体となって学校運営に取り組む学校運営協議会（コミュニティスクール）を各区に指定し、その取組成果を他
の学校に波及させていくことが求められています。
●各区に設置した学校支援センターの事業を通して、地域人材による学校支援の活動を推進していくことが求められています。

●全市８か所においてスタートした地域の寺子屋事業の２１か所への拡充を目指して取り組み、地域ぐるみで子どもの教育や学習をサ
ポートする仕組みづくりを進めます。

事務事業名・予決
算額

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

取組内容・目標
実績等（目標との差異や次期
への方向性等）

前半 １年間

実績値
（計画・目標値との差異）

指標①

指標に関する実績値が１年ご
とにしか把握できないため、
１年間の目標値のみ設定して
います。

親や教員以外の地域の大人と
知り合うことができた割合
（90％）

※寺子屋事業参加者へのアン
ケート結果

親や教員以外の地域の大人と
知り合うことができた割合
（90.7％）

計画・目標値

16,695

千円

15,477

千円

予算

計画・目標値
実績値
（計画・目標値との差異）

前半

地域における教育
活動の推進事業

●地域の寺子屋モデル事業の
全市21か所への拡充に向け
た取組の推進
●寺子屋先生養成講座の実施
●学校・家庭・地域の連携協
力推進会議の立ち上げ
●川崎市地域教育会議運営推
進会議、代表者会議等を通し
た７行政区・51中学校区地
域教育会議の活動の推進

目標どおり達成できました。
（地域の寺子屋については、
昨年度開講した8か所に加え
て、4か所が新たに開講しま
した。残りの9か所について
引き続き開講に向けて調整中
です。） 3

地域等による学校
運営への参加促進
事業

指標②

指標に関する実績値が１年ご
とにしか把握できないため、
１年間の目標値のみ設定して
います。

学校や家では勉強できないこ
とを教えてもらった割合
（75％）

※寺子屋事業参加者へのアン
ケート結果

学校や家では勉強できないこ
とを教えてもらった割合
（73.7％）

１年間

決算
見込

予算 44,263

千円

決算
見込

38,009

千円

●地域に開かれた信頼される
学校づくり、地域の創意工夫
を活かした特色ある学校づく
りを目指した学校運営の推進
●学校運営協議会の運営支援

目標どおり達成できました。

3

●学校・家庭・地域の連携協
力推進会議を通した寺子屋事
業の検証、寺子屋に関る人材
育成
●寺子屋事業における２年間
のモデル事業の検証と2016
年度以降の本格実施に向けた
準備
●地域の寺子屋フォーラムの
開催
●地域教育会議運営推進会
議、代表者会議、全市交流会
等の実施

●目標どおり達成できまし
た。
（地域の寺子屋については、
昨年度開講した8か所に加え
て、9か所が新たに開講しま
した。21か所に向けた残り4
か所については、実施団体等
と調整の上、準備に時間をか
けることとし、2016年度に
開講することとしました。）

●地域に開かれた信頼される
学校づくり、地域の創意工夫
を活かした特色ある学校づく
りを目指した学校運営の推進
（通年）
●学校運営協議会の運営支援
（通年）
●コミュニティ・スクール連
絡会、コミュニティ・スクー
ル・フォーラム等の開催
●取組成果をまとめたパンフ
レットの作成

目標どおり達成できました。

3

3
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3

<④重点課題の総括的な実施結果区分について>

■

<⑤課題の状況について>

■

<⑥次年度における事務事業の見直し結果>

次年度における事
務事業の見直し結
果区分の説明

重点課題の総括的な実施結果区分

実施結果区
分について
の説明

学校運営協議会や学校教育推進会議、区単位での学校支援に取り組みました。
また、地域の寺子屋事業については、目標の21カ所への拡充に向けて、新たな寺子屋
の立ち上げと2016年度開講の準備を進めるとともに、コーディネーターや寺子屋先
生など事業に関わる人材育成を進めました。
さらに、地域教育会議については、中学生死亡事件を受け、各地域教育会議の意見の
取りまとめや、代表者会議、交流会など各機会をとらえて今後の活動に向けた話し合
いなどを行いました。

目標を上回る成果があった

目標どおりの成果があった

目標を下回る成果があった

ほとんど成果なし

指標③

指標に関する実績値が１年ご
とにしか把握できないため、
１年間の目標値のみ設定して
います。

コミュニティスクールについては、今年度新たに取り組み始めた２校を含め、全１０校の取組はパイロット校としての役目を十分
果たしており、来年度も現状の体制で取り組む方向としました。
2014年度からスタートした地域の寺子屋事業については、2年間のモデル実施での課題や成果を受け、2016年度から本格実施と
して地域の実情に合わせながら更なる拡充を図っていきます。

年度当初と比べた現時点
での課題の状況区分

課題の状況
区分につい
ての説明

学校や家庭、子どもを取り巻く様々な社会状況が変化する中で、地域に開かれた学校
づくりの推進・支援と、地域の教育力向上により地域が子ども達の育ちを支える取組
を進めていくことが引き続き求められています。

課題は増大している

課題は同水準で存在する

課題は縮小・解消している

「今住んでいる地域の行事に
参加している」と回答した児
童生徒の割合
（小６：54%）
（中３：31.5%）

「今住んでいる地域の行事に
参加している」と回答した児
童生徒の割合
（小６：53.1%）
（中３：34.3%）
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